
 

 

地質調査業務の遠隔臨場の試行要領（令和７年４月）【千葉県県土整備部】 

  
１．試行目的   

地質調査業務においては、従前、監督職員が掘進長（出来高）を確認するため、現場に

て立会し、検尺を実施していたところである。検尺のほか、作業の進捗状況報告等を遠隔

臨場にて実施することにより、インフラ分野のＤＸを推進し、移動時間の軽減や立会の待

ち時間の軽減となり、受発注者の働き方改革、生産性の向上を図る。   
  
２．試行内容  
   本試行では、検尺における監督職員の「立会」を動画撮影用のカメラ（ウェアラブルカ

メラ等）とＷｅｂ会議システム等を介して遠隔臨場を行うものである。遠隔臨場の実施に

当たって、具体的な実施項目（※）の頻度、方法については、受発注者にて協議するもの

とする。  
 ※ 検尺のほか、ボーリング位置確認、日々の作業・調査状況報告、悪天候前の安全対

策、調査完了時の現場清掃状況等、幅広く活用方法を受発注者で検討し、協議するも

のとする。  
なお、本試行要領に記載のない事項については最新版の「建設現場の遠隔臨場に関する

試行要領」を参考に実施する。   
  
３．試行対象業務（営繕関係を除く） 

  地質調査業務で遠隔臨場の効果が期待でき（※）、受注者が遠隔臨場を希望する業務。  
※ 地質調査箇所が事務所から遠く検尺までの長時間の移動時間を要する場合、地質調査

箇所が多く検尺の日数が多い場合等遠隔臨場の効果が期待できる業務。  
  

４．適用  
令和７年４月１日以降に作成する設計図書に適用する。  
  

５．費用の負担 

遠隔臨場にかかる費用は、当初設計では計上せずに、契約後に受注者の見積を設計変更

にて直接調査費に積上げ計上する。諸経費区分は「９:諸経費、率計上の経費（旅費交通費

除く）の非対象」にて、オプション入力する。  
   

６．費用の計上方法  
遠隔臨場にかかる費用については、直接調査費に積上げ計上する。  
なお、「９:諸経費、率計上の経費（旅費交通費除く）の非対象」にて、オプション入力

する。  
機器の手配は基本的にリースとし、その賃料を計上することとするが、やむを得ず購入

せざるを得ない機器がある場合は、その購入費に、機器の耐用年数に対する使用期間（日

単位）割合を乗じた分を計上することとする。また、受注者が所持する機器を使用する場

合も、基本的には同様の考え方とする。  
※耐用年数は、国税庁 ＨＰ を参照  

例）カメラ、ネットワークオペレーティングシステム、アプリケーションソフト：5 年 

ハブ、ルーター、リピーター、ＬＡＮボード：10 年  
 
 

 



 

 

〈費用のイメージ〉  
① 撮影機器、モニター機器の賃料（又は損料）  
② 撮影機器の設置費（移設費）  
③ 通信費  
④ その他（ライセンス代、使用料、通信環境の整備等）  
〈留意点〉  
・遠隔臨場にあたっては、従来の費用から追加で必要となる費用を計上すること。  

なお、費用の計上は、受注者から見積を徴収し、対応すること。  
・費用算出にあたっては、実施に必要な最低限の費用を計上すること。  

  
７．動画撮影の留意事項  

動画撮影は、撮影者の安全を確保するため、撮影者が移動の際に横転等が考えられる

いわゆる「歩きスマホ」（カメラを手に持って歩きながら撮影）での撮影はしないこと。  
動画撮影は、静止又は撮影者のヘルメットや胸ポケットに付ける等の安全に配慮する

こと。また、付近住民等のプライバシー保護の観点から問題が生じる恐れのないよう配

慮するものとする。  

  
８．配信システム等 

・配信に利用するシステムは、「パッケージ化したシステム」、「情報共有システム（ＡＳ

Ｐ）」、「Ｗｅｂ会議システム（Teams､Zoom 等）」等、何れのシステムでもよい。   
 

９．その他  

・遠隔臨場の試行対象業務は、「監督職員が現場に行かなくて良い」というものではな

い。  

・映像で確認できる検尺の立会において遠隔臨場を活用することにより削減された時間

を有効に活用し「受注者との打ち合わせ」等を充実させ、効率的な監督業務を行うこと

が重要である。  

 

附則  

本要領は、令和７年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

【特記仕様書記載例】 

第〇条 地質調査業務における遠隔臨場に関する試行  

 

１．地質調査業務における遠隔臨場の試行  

本試行では、受注者における「立会の調整に伴う待ち時間の削減」や発注者（監督職

員）における「現場臨場の削減による効率的な時間の活用」を目指し、動画撮影用のカ

メラ（ウェアラブルカメラ等）と Web 会議システム等を介して「立会」の遠隔臨場を行

うものである。受注者が遠隔臨場の試行を希望する場合、具体的な実施項目（※）の頻

度、方法について、発注者と協議するものとする。  

 ※ 検尺のほか、ボーリング位置確認、日々の作業・調査状況報告、悪天候前の安全対

策、調査完了時の現場清掃状況等、幅広く活用方法を受発注者で検討し、協議する

ものとする。  
なお、遠隔臨場の実施にあたっては、「地質調査業務の遠隔臨場の試行要領」に基づき

行うこととするが、本試行要領に記載のない事項については最新版の「建設現場の遠隔

臨場に関する試行要領」を参考に実施するものとする。  

 

２．試行内容  

(１)立会確認  

 受注者が動画撮影用のカメラ（ウェアラブルカメラ等）により取得した映像及び音

声を、Web 会議システム等を介して「立会」を行うものとする。  

    (２)動画撮影  

   動画撮影は、撮影者の安全を確保するため、撮影者が移動の際に横転等が考えられる

いわゆる「歩きスマホ」（カメラを手に持って歩きながら撮影）での撮影はしないこ

と。  

動画撮影は、静止又は撮影者のヘルメットや胸ポケットに付ける等の安全に配慮

すること。また、付近住民等のプライバシー保護の観点から問題が生じる恐れのな

いよう配慮するものとする。  

(３)機器の準備  

遠隔臨場に要する動画撮影用のカメラ（ウェアラブルカメラ等）や Web 会議シス

テム等は受注者が手配、設置するものとする。これによらない場合は監督職員と協

議し決定するものとする。  

なお、配信に利用するシステムは、「パッケージ化したシステム」、「情報共有シ

ステム（ASP）」、「Web 会議システム（Teams､Zoom 等）」等、何れのシステムでもよ

い。  

(４)費用  

遠隔臨場にかかる費用については、直接調査費に積上げ計上し、設計変更するも

のとする。  

なお、機器の手配は基本的にリースとし、その賃料を計上することとするが、や

むを得ず購入せざるを得ない機器がある場合は、その購入費に、機器の耐用年数に

対する使用期間（日単位）割合を乗じた分を計上することとする。また、受注者が

所持する機器を使用する場合も、基本的には同様の考え方とする。  

  

 


